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本委員会に付託の事件は、審査の結果、別紙のとおり決定したので、会議規則第１０１条

の規定により報告します。
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別紙

建設常任委員会における審査の経過と結果について （審査日：令和６年３月４日）

１．議案第２１号 川西市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

議案の概要

本案は、脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向上に関する

法律等の一部を改正する法律等の制定に伴い、手数料を改定するため、条例の一部を改正

するにつき、議会の議決を求めるもの。

質疑の概要

問 本案は、現在、接道義務や道路内建築制限の既存不適格となっている建築物につい

て、大規模修繕となる省エネ改修等を行う場合には、現行基準の適用により省エネ改

修等自体が困難となる場合について、安全上等に支障がないと認められるときは、現

行の規定を適用しないことで、省エネ改修等の導入促進の妨げとならないようにす

るものと認識しているが、市として期待する効果を伺いたい。また、こうした認定を

行うことにより、新たなトラブルが起こる懸念はないのか伺いたい。

答 現在のところ、窓口において、接道義務や道路内建築制限の免除がないことを理由

に省エネ改修等ができないという相談はほとんどない状況であることから、その効

果は不透明であると考えている。また、認定によるトラブル等に対しては、今後作成

を予定している認定基準について、国や近隣市の動向等も踏まえ、適正なものとして

いきたい。

問 認定に係る審査手数料を２万７０００円としている点について、金額設定の根拠を

伺いたい。

答 今回制定しようとする金額は、兵庫県や近隣市の手数料とも整合を図っており、建

築基準法における類似の認可制度と同額の２万７０００円に設定しているところで

ある。

特 記 事 項

配付資料あり（１ 脱炭素社会の実現に資するための建築物のエネルギー消費性能の向

上に関する法律等の一部を改正する法律等に伴う建築基準施行令の改正について ほか）

審 査 結 果 原案可決（全員賛成）
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２．議案第２２号 川西市手数料条例の一部を改正する条例の制定について

３．議案第２３号 川西市付属機関に関する条例の一部を改正する条例の制定について

議案の概要

本案は、マンションの管理の適正化の推進に関する法律に基づくマンション管理計画の

認定手続に係る手数料を定めるため、条例の一部を改正するにつき、議会の議決を求める

もの。

質疑の概要

問 配付資料によると、国から示されている審査・事務手続に要する時間を踏まえ、新

規・更新申請の審査・事務手数料を４０００円に設定している旨が記されているが、

近隣他市では、申請に係る手数料を制度が定着するまでの一定の期間、無料とする事

例があると認識していることから、本市においても手数料の無料化を検討したのか

伺いたい。

答 手数料の考え方について、認定事務は実費弁償の性格を有することから、基本的に

は手数料が必要と考えている。近隣他市においては、分譲マンションに関する課題の

適正化を推進するため、手数料を一定期間無料とする事例があることは認識してい

るが、本市においては、阪神間で分譲マンションが最も少なく、アンケートや現地調

査により問題があるマンションはないと判断していることから、審査手数料の無料

期間を設ける必要はないと考えている。

問 当該認定制度については、十分に浸透しているとは言えない状況であると考えるこ

とから、制度の周知方法について伺いたい。

答 当該制度の周知について、セミナーや相談会も実施しており、今後はホームページ

等で周知するほか、市内全ての分譲マンションの管理組合に対して、郵送で制度の案

内文書を定期的に送付するなど、適宜ＰＲをしていきたいと考えている。

特 記 事 項

配付資料あり（１ 趣旨 ほか）

審 査 結 果 原案可決（全員賛成）

議案の概要

本案は、川西市公共施設等総合管理計画審議会を設置するため、条例の一部を改正する

につき、議会の議決を求めるもの。

質疑の概要

問 公共施設等総合管理計画を改定するに当たり、本案で新たに設置しようとする川西

市公共施設等総合管理計画審議会に関して、その構成等の詳細及び当該計画改定に
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４．議案第２４号 川西市水道事業給水条例の一部を改正する条例の制定について

５．議案第２５号 令和５年度川西市一般会計補正予算（第１１回）

係るスケジュールを伺いたい。

答 当該審議会については、現時点では、学識経験者と市民の５名程度で構成し、約５

回の開催を想定している。また、当該計画改定のスケジュールについては、令和６年

６月頃に審議会を立ち上げ、検討を重ねた上で年内に素案を確定し、令和７年１月か

ら３月にかけてパブリックコメントを経て改定する予定である。

特 記 事 項 なし

審 査 結 果 原案可決（全員賛成）

議案の概要

本案は、生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律の制定に

伴い、条例の一部を改正するにつき、議会の議決を求めるもの。

質疑の概要

問 本案に関連する法改正により、水道整備・管理行政の所管が厚生労働省から国土交

通省へ、水質または衛生に関する水道行政が厚生労働省から環境省へ変更される点

について、国土交通省への移管には、下水道と他の社会資本と一体的な整備を進める

水道整備・管理行政の機能強化を図る目的があると認識しているが、その影響につい

て市の見解を伺いたい。また、水道法第 1 条に規定する法の目的は担保できるのか、

あわせて伺いたい。

答 これまでに、厚生労働省により水道整備・管理行政に関する説明会が４回開催され

ているが、現在のところは国の体制等に関する情報のみであり、具体的な取り組みは

不明な状況であるため、今後も国の動向を注視しながら適宜対応していきたい。ま

た、今回の法改正で水道法第 1 条が改正されたわけではないので、所管官庁が変わっ

ても法の目的が変わることはないと認識している。

特 記 事 項 なし

審 査 結 果 原案可決（全員賛成）

議案の概要

第１表 歳出第２款総務費のうち第１項総務管理費第６目財産管理費 公有地管理事

業及び資産有効活用事業、第７目公共施設マネジメント費。第８款土木費のうち

第３項都市計画費第４目下水道費を除く全部。

質疑の概要
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６．議案第２９号 令和５年度川西市用地先行取得事業特別会計補正予算（第１回）

（１）第１表 歳出

①第２款 総務費

質疑なし

②第８款 土木費

問 道路改良事業において、御社橋拡幅整備事業の事業進捗の遅れにより負担金、補

助及び交付金を６９２３万７０００円減額しようとしている点について、詳細を

伺いたい。

答 同事業進捗の遅れについては、用地交渉において、税務署協議が長引いたことや、

物件の移転、除去に一定の期間を要したことによるもので、全体の工程の中で十分

収まる範囲内であり、安全を見越して次年度へ予定を遅らせるものである。

問 地籍調査事業において、委託料で入札差金等が生じたことにより６００万円を減

額しようとする点に関して、黒川地区における地籍調査の進捗状況を伺いたい。

答 黒川地区は非常に広大な地域であることから、４地区に分割して地籍調査を実施

しており、現在、その内の１地区の調査が完了間近の状況である。なお、黒川地区

全体では、今後、２年から３年程度で調査を完了する見込みである。

問 建築指導事業において、負担金、補助及び交付金で、小規模多数利用建築物耐震

診断助成事業補助金の交付申請がなかったことに伴い予算額２４５万２０００円

を減額している点について、市の見解を伺いたい。

答 当該補助金の申請がなかった要因については、建物所有者等にアンケート調査を

実施するなど、当該申請に関する啓発活動を行っているものの、耐震診断や改修に

は多額の費用を要することから申請には至らなかったものと考えている。一方で、

多数利用建築物の耐震化率については、平成２７年度は８７％であったが、令和５

年度では９５．４％と非常に向上している状況であるため、耐震改修促進計画の目

標値である９７％を目指してさらなる啓発に努めていきたい。

特 記 事 項 なし

審 査 結 果 原案可決（全員賛成）

議案の概要

用地購入費及び市債の減額並びに基金積立金の増額により、歳入歳出予算に１万

１０００円を追加し、予算額を１１億９８２３万２０００円とするほか、繰越明許費の補
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７．議案第３０号 令和５年度川西市水道事業会計補正予算（第２回）

正に加え、地方債の限度額を５億９７３０万円から５億７１５０万円に減額しようとす

るもの。

質疑の概要

問 用地先行取得費において、今年度中の執行が見込めない都市計画道路見野線に係る

土地購入費等について、４３１３万３０００円の繰越明許費を設定しようとしてい

る点に関して、当該事業の進捗状況を伺いたい。

答 見野線改良事業に係る用地買収の進捗については、一般会計と特別会計を合わせて

約８割から９割を達成しており、残りは１割程度の状況となっている。

答 見野線における進捗状況については、現在のところ、事業費換算で翌年度に繰り越

すものを除き３５％程度の状況である。また、市道１２号及び見野線の事業に係る全

体の延長としては５７０メートルあり、５年度の工事発注は１８１メートルである

ことから、残る３分の２程度の延長について、６年度中に事業を完了させる考えであ

る。

特 記 事 項 なし

審 査 結 果 原案可決（全員賛成）

議案の概要

業務の予定量の補正、集合住宅等の給水申請件数の増による分担金の増額などに伴う収

益的収入及び支出の補正、改良工事費の減額などによる資本的収入及び支出の補正、議会

の議決を経なければ流用することのできない経費の補正、他会計からの補助金の補正。

質疑の概要

問 業務の予定量の補正において、職員数を３名減の３６名としている点については、

業務体制の再編によるものと認識しているが、詳細を伺いたい。

答 上下水道局では、これまで約３０年にわたり株式会社川西水道サービスとともに行

ってきた水道事業に係る維持修繕業務に関して、同社と当局との業務の役割分担等

について見直しを行った結果、当該業務を同社に一本化することとなったものであ

る。これに伴い、職員２名を同社へ退職派遣するとともに、給排水設備課を廃止する

こととなったため、職員数を３名減としているものである。

問 受託工事収益において、開発による受託工事が不要となったことに伴い２４３７万

５０００円を減額している点について、詳細を伺いたい。

答 当該補正については、舎羅林山の開発に関連して予定していた工事が、計画給水量

等の変更により不要となったことから、減額補正しようとするものである。
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８．議案第３１号 令和５年度川西市下水道事業会計補正予算（第２回）

特 記 事 項 なし

審 査 結 果 原案可決（全員賛成）

議案の概要

業務の予定量の補正、雨水処理負担金の減額などによる収益的収入及び支出の補正、社

会資本整備総合交付金の減額に伴う国庫補助金の減額などによる資本的収入及び支出の

補正、他会計からの補助金の補正、利益剰余金の処分の補正。

質疑の概要

問 国庫補助金において、内示額の減により９４６５万円を減額している点について、

事業実施への影響を伺いたい。また、当該補助金に関して、当初予算計上時において

内示での一定の減額を見込んで計上しているものか伺いたい。

答 内示額の減に伴う影響については、雨水事業に関しては、新下水道ビジョンの計画

どおりに実施する考えであり、汚水事業に関しては、ストックマネジメント計画に基

づき、点検業務等のできるだけ影響の少ないものを延期しているところである。

また、当該補助金は、ストックマネジメント計画に基づき当初予算に計上している

ものであるが、その内示率に関する過去からの推移について、平成３０年度から令和

３年度はほぼ満額の内示であったが、令和４年度は約６７％、５年度は約７０％の状

況となっており、県下においても同様の内示率である旨を確認していることから、今

後も同様の傾向が続くものと考えている。

答 当初予算計上時において、内示での減額は見込んでいないものの、内示で減額とな

った部分については、入札差金等の活用を行っていることから、事業計画には大きな

影響はないものと考えている。

特 記 事 項 なし

審 査 結 果 原案可決（全員賛成）


